
○普通会計の行政コスト計算書 
 
  平成 17 年度（平成 17 年 4 月 1 日～18 年 3 月 31 日）の行政コストは 1 兆 3,434

億円となっており、前年度と比較して 134 億円（▲1.0％）の減となっています。 
行政コストを性質別にみると、扶助費や他会計への繰出金といった「移転支出的な

コスト」が全体の 5 割近くを占めており、前年度と比較しても、補助費等の減がある

ものの、生活保護など扶助費の増等により 90 億円（1.4％）増加しています。次に時

の経過による有形固定資産の価値の減少分を表す減価償却費や委託料その他を含む

物件費等「物にかかるコスト」が全体の約４分の１を占めていますが、前年度と比較

すると、減価償却費等が増加しているものの、物件費、維持補修費の減により 34 億

円（▲1.0％）の減となっております。また、職員に対する人件費等「人にかかるコ

スト」は全体の約 2 割を占めていますが、福利厚生や給与制度の見直しなどにより

117 億円（▲3.8％）の減となっています。なお、「その他のコスト」については、公

債費利子の減等により 73 億円（▲10.4％）の減となっています。 
また、行政目的別にみると、生活保護等の給付サービスが多い民生費が全体の 4 割

近くを、次いで減価償却費の大きい土木費が約２割、さらに教育費、衛生費がそれぞ

れ約１割を占めています。前年度と比較すると、総額の大きな民生費の増があるもの

の、ほとんどの費目で減となっており、全体としては減少しています。 
 

一方、収入については、前年度より 66 億円減の 1 兆 2,804 億円となっており、こ

れから、国や府からの補助金等により形成した資産の減価償却費等を除く本市の純粋

な行政コスト、1 兆 2,975 億円を差し引くと、171 億円の欠損が出ていますが、前年

度と比較すると 136 億円の収支改善となっています。 
収支改善の要因としては、福利厚生や給与制度の見直し等による職員人件費のコス

ト削減に努めたことなどがあげられます。 
また、コスト全体の約４分の１を占める扶助費について、前年度比で 96 億円

（2.8％）の増となっていることや、過去の資産形成に対する減価償却費は今後も高

水準で推移すると見込まれることなどを考えると、これらは平成 18 年度以降、引き

続き財政を圧迫する要因となっていきます。 
  また、地方財政対策についても、地方交付税などが従来どおり確保できるか不透明

な状況もあり、ここしばらくは非常に厳しい財政状況が続くと考えられます。 
  このような状況のもと、スピード感をもって「市政改革マニフェスト（市政改革基

本方針）」の削減目標を達成することにより、人件費、物件費などあらゆる分野にわ

たり徹底したコスト削減を行い、健全な財政構造に改革してまいります。 



［行政コスト］（性質別） （単位：億円）

構成比

2,975 億円 22.1% 3,092 億円 ▲ 117 億円 ▲ 3.8 ％

人件費 2,636 19.6% 2,816 ▲ 180 ▲ 6.4 ％

退職給与引当金繰入 339 2.5% 276 63 22.8 ％

3,391 25.2% 3,425 ▲ 34 ▲ 1.0 ％

物件費 1,340 10.0% 1,370 ▲ 30 ▲ 2.2 ％

維持補修費 220 1.6% 231 ▲ 11 ▲ 4.8 ％

減価償却費 1,831 13.6% 1,824 7 0.4 ％

6,442 48.0% 6,352 90 1.4 ％

扶助費 3,563 26.5% 3,467 96 2.8 ％

補助費等 1,527 11.4% 1,558 ▲ 31 ▲ 2.0 ％

繰出金 1,034 7.7% 998 36 3.6 ％

普通建設事業費
（他団体等への補助金等） 318 2.4% 329 ▲ 11 ▲ 3.3 ％

626 4.7% 699 ▲ 73 ▲ 10.4 ％

公債費（利子分のみ） 581 4.3% 653 ▲ 72 ▲ 11.0 ％

不納欠損額 45 0.4% 46 ▲ 1 ▲ 2.2 ％

13,434 100.0% 13,568 ▲ 134 ▲ 1.0 ％

459 391 68 17.4 ％

12,975 13,177 ▲ 202 ▲ 1.5 ％

［収入項目］　

2,115 2,253 ▲ 138 ▲ 6.1

2,766 2,717 49 1.8

7,923 7,900 23 0.3

12,804 12,870 ▲ 66 ▲ 0.5

▲ 171 ▲ 307 136

［行政コスト］（目的別）

構成比

5,258 億円 39.1% 5,203 億円 55 億円 1.1 ％

2,723 20.3% 2,744 ▲ 21 ▲ 0.8

1,514 11.3% 1,535 ▲ 21 ▲ 1.4

1,423 10.6% 1,472 ▲ 49 ▲ 3.3

2,516 18.7% 2,614 ▲ 98 ▲ 3.7

13,434 100.0% 13,568 ▲ 134 ▲ 1.0

収入　－　行政コスト

使用料・手数料等

国庫（府）支出金

一　般　財　源

収　入

行政コスト（再計）

その他のコスト

行政コスト

正味資産国庫(府)支出金償却額等

人にかかるコスト

物にかかるコスト

移転支出的なコスト

増減額 増減率

大阪市の行政コスト計算書（普通会計）

総　　額

平成17年度 平成16年度

前年度比較

総　　額
前年度比較

平成17年度 平成16年度
増減額 増減率

その他

行政コスト

民生費

土木費

教育費

衛生費

※平成17年度の収支は、地方財政対策における補てん措置（臨時財政対策債３３８億円、減税補てん債１０６億円）を含めると、２７３億円の剰余
になる。（16年度の収支は、同様に臨時財政対策債４４１億円、減税補てん債１４０億円を含めると、２７４億円の剰余になる。）



 なお、本市の行政コストは、前年度と比べると減となっていますが、他の政令指定都

市と比較してみると、性質別では、人件費、扶助費、物件費など全てにおいて高コスト

体質にあります。本市における夜間人口一人あたりの年間行政コストは 536 千円（平

成 17 年度）で、平成 16 年度の比較では、政令指定都市のなかでも一番高く、本市と

規模が類似している横浜市・名古屋市の２都市単純平均 337 千円と比べてもかなり高

くなっています。 
 この理由としては、直接的に行政サービスを行う職員や教職員等が多いことなどによ

り人件費が高いことや、生活保護費をはじめとする扶助費が多いこと、また、早くから

都市基盤整備に努めてきたことにより減価償却費が高いこともコストを押し上げる要

因となっています。こうした理由から、目的別でみても民生費や教育費が特に高くなっ

ています。 
 人口や税収に応じた“身の丈”にあわせていくべく、今後とも、行政コストの圧縮に

努めてまいります。 

　　　  にも含めていません。なお、目的別行政コストが未公表の名古屋市および公表区分の異なる北九州市を除いています。

  　市民一人あたりの行政コスト　～他都市との比較～（１６年度)

    　※平成12年度にさいたま市、静岡市は政令市として発足していないので、昼間人口一人あたりの行政コストは算出しておらず、他政令市平均
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行政コスト計算書（自平成１７年４月１日至平成１８年３月３１日）

[ 行 政 コ ] （単位：百万円）ス ト

総 額 [構成比率] 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産 業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 災 害 復 旧 費 公 債 費 諸 支 出 金 不 納 欠 損 額

(1)人件費 263,638 19.6% 2,158 43,985 41,812 49,716 137 110 3,197 28,979 31,061 62,484 0

1 (2)退職給与引当金繰入 33,907 2.5% 277 5,657 5,377 6,394 18 14 411 3,727 3,995 8,036 0

小　　　計 297,545 22.2% 2,435 49,642 47,189 56,110 155 124 3,608 32,706 35,056 70,520 0

(1)物件費 134,010 10.0% 474 18,222 27,852 21,843 418 36 4,558 14,784 3,329 40,649 1,846 0

(2)維持補修費 21,985 1.6% 0 670 558 3,441 0 6 121 13,488 169 3,532

2 (3)減価償却費 183,070 13.6% 0 4,751 3,686 15,472 38 30 5,899 122,912 3,165 27,116

(4)その他 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　　計 339,065 25.2% 474 23,643 32,096 40,756 456 72 10,578 151,184 6,663 71,297 1,846 0

(1)扶助費 356,313 26.5% 333,738 19,050 3,525

(2)補助費等 152,698 11.4% 380 7,935 19,269 17,688 1 23 10,729 57,530 603 5,994 0 32,545

3 (3)繰出金 103,374 7.3% 0 89,247 7,372 0 0 1,673 5,082 0 0 0

(4)普通建設事業費 31,839 2.4% 0 235 4,226 1,318 0 0 201 25,774 0 86

小　　　計 644,224 48.0% 380 8,170 446,480 45,428 1 23 12,603 88,386 603 9,605 0 32,545

(1)災害復旧事業費 0 0.0% 0

(2)失業対策事業費 0 0.0% 0

4
(3)公債費(利子) 58,095 4.3% 58,095

(4)債務負担行為繰入 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5)不納欠損額 4,502 0.4% 4,502

小　　　計 62,597 4.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 58,095 4,502

行　政　コ　ス　ト  a 1,343,431 3,289 81,455 525,765 142,294 612 219 26,789 272,276 42,322 151,422 0 59,941 32,545 4,502

[ 構 成 比 率 ] 0.3% 6.1% 38.3% 10.6% 0.0% 0.0% 2.0% 20.3% 3.2% 11.3% 0.0% 4.5% 2.4% 0.3%

[ 収 入 項 目 ]

１　使用料・手数料等　b 211,477 0 49,516 27,584 26,983 203 170 9,879 44,765 645 16,814 0 34,918 0

b / a 15.7% 0.0% 60.8% 5.2% 19.0% 33.2% 77.6% 36.9% 16.4% 1.5% 11.1% 0.0% 58.3% 0.0%

２  国庫(府)支出金　　c 276,596 0 5,465 238,457 5,048 0 2 122 22,323 5 1,622 0 3,552 0

c / a 20.6% 0.0% 6.7% 45.4% 3.5% 0.0% 0.9% 0.5% 8.2% 0.0% 1.1% 0.0% 5.9% 0.0%

３　一般財源   　　　ｄ 792,293

d / a 59.0%

収　　入(b+c+d)　  　ｅ 1,280,366

４  正味資産国庫(府)　
45,943

　　支出金償却額等　f

５　期 首 一 般 財 源 等 3,353,596

 差　　引(ｅ‐ａ＋ｆ)
▲ 17,122

 一般財源等増減額

６　期 末 一 般 財 源 等 3,336,474
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